
令和3年度（2021年度）

予算大事業名 上記以外の歳出予算科目及び予算大事業名

事業の目的と概要

Ⅰ　事業の成果（実績）

Ⅱ　財務情報
◆行政コスト計算書 （単位：千円） 行政コスト計算書の主な増減理由（特徴的な事項）

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

◆キャッシュ・フロー収支差額集計表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行政サービス活動収入
賞与引当金繰入額 行政サービス活動支出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キャッシュ・フロー収支差額集計表の特徴的な事項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆単位あたりのコスト分析（「経常費用 小計（b）」を「実績」で割って円単位で算出しています。）

人 円
人 円
人 円
人 円
人 円
人 円

被爆者二世医療費
助成1人あたりのコ
スト(扶助費)

令和元年度 10 101,095
【算出方法　：　被爆者二世医療費助成に係る扶助費÷実績】
医療費助成の実績が減少したことにより、単位あたりのコストも減少しています。

令和2年度 12 110,661
令和3年度 10 90,419

令和2年度 155 1,556,727
令和3年度 151 1,606,886

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

被認定者1人あたり
のコスト（扶助費）

令和元年度 159 1,546,301 【算出方法　：　公害健康被害被認定者に係る扶助費(補償給付費)÷実績】
被認定者数は減少していますが、環境省の定める障害補償費等の単価増や、高齢化による
ひとりあたりの医療費増等の理由により、単位あたりのコストは増加しています。

- - - -
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30,099 27,168 28,032 864 
決算額の
主な内容

行政サービス活動支出の増額に伴い、行政サービ
ス活動収入が増額しました。
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288,250 276,185 279,460 3,275 - - - -
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△864 
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278,376 2,189 
5,504 1,708 2,757 1,049 行政サービス活動収支差額 △ 30,099 △27,168 △28,032 
1,910 1,972 1,912 △60 283,692 276,187 

B B-A
- - - - 253,593 249,019 250,344 1,325 

区分
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差額

- - - - A

負担金・補助金・交付金等 180 172 64 △109 
- - - -

252 4 △248 
246,908 242,782 243,722 940 

経
常
費
用

29,378 25,648 27,535 1,887 
4,370 3,651 3,465 △185 

-

246,528 241,954 243,380 1,426 
経常費用・
社会保障扶
助費

公害健康被害補償給付　+1,347千円
公害インフルエンザ予防接種費用助成　+17千円
原爆被爆者二世医療費助成　△424千円

253,593 249,019 250,344 1,325 

- - - -
- - - -

経常収入・
その他

公害健康被害補償給付支給事務費交付金
△126千円
公害保健福祉事業納付費納付金　+106千円
石綿健康被害救済給付業務委託費　+2千円
原爆被爆者事務委託金　△3千円

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） 7,065 7,065 6,939 △126 
- - 25 25 

- - -
- - - -

B B-A

経常収入・
府支出金

原爆被爆者事務委託金　+25千円
【令和2年度の上記委託金29千円は、経常収入（そ
の他）に含む】

経
常
収
入

- - - -
-

成
果
の
説
明

法律により認定された公害健康被害被認定者等に対し、大気汚染の影響による健康被害に係る損害を填補するための各種補償給付を行いました。
公害健康被害被認定者は法律の規定により新規認定は行われないため、死亡等による被認定者数の減少により、補償給付件数も減少しています。

勘定科目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A

補償給付件数 件 5,335 5,027 4,928
各種補償給付（療養の給付・療養費、療養手当、障害補償費、遺族補
償費、遺族補償一時金、葬祭料）の給付件数

公害健康被害被認定者数 人 159 155 151
「公害健康被害の補償等に関する法律」の規定に基づき認定された吹
田市公害健康被害被認定者数（年度末時点）

●公害健康被害補償事業・家庭療養指導事業・インフルエンザ予防接種費用助成事業
公害健康被害の補償等に関する法律により認定された公害健康被害被認定者等に対し、認定更新申請や各種補償給付の請求に係る審査を行い、大気
汚染の影響による健康被害に係る損害を填補するための補償等を行います。また、各種公害保健福祉事業（家庭療養指導事業及びインフルエンザ予防
接種費用助成事業）を実施することにより、健康回復・保持及び増進を図ります。
●原爆被爆者支援事業・原爆被爆者二世支援事業
吹田市原爆被害者の会（吹閃会）が実施する原子爆弾被爆者支援活動に要する活動経費に対し、活動補助金を交付します。また、市内に居住する原子
爆弾被爆者二世に対し、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則第５１条に定める障害を伴う疾病と同様の疾病に係る医療費の自己負担
額を助成します。（市民税非課税世帯に属するものが対象）

指  標  名 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 健康医療部 予算執行所属
健康まちづくり室
（成人保健課）

公害・原爆関連事業 （款）民生費（項）社会福祉費（目）厚生援護費（大事業）公害・原爆関連事業
（款）衛生費（項）保健衛生費（目）公害保健福祉事業費（大事業）公害・原爆関連事業

（項） 1 保健衛生費 （目） 5 公害健康被害補償費

管理事業名 公害・原爆関連事業 総合計画の
体系

大綱　３
政策　４
施策　１

福祉・健康
健康・医療のまちづくり
健康づくりの推進

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 4 衛生費



◆貸借対照表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

Ⅲ　財務構造分析 貸借対照表の主な増減理由（特徴的な事項）
▽人にかかるコストの内訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽経常費用の構成割合 物件費の内訳（単位：千円）

▽分析指標 （単位：％） ▽その他特記事項

A B
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率

Ⅳ　総括
▽分析結果の説明

▽分析結果を踏まえた事業の課題

経常費用の構成割合については、社会保障扶助費が約9割を占めており、そのうち「公害健康被害の補償等に関する法律」により認定された公害健康被
害被認定者等への各種補償給付に係る扶助費が99%(242,639,774円)を占めています。公害健康被害被認定者数については新規認定が行われないため
年々減少傾向にあり、それに伴う補償給付件数は減少傾向にあります。

●公害健康被害補償事業
公害健康被害被認定者の高齢化に伴い、公健法に定められている各種手続等が困難になっています。
●家庭療養指導事業
公害健康被害被認定者の高齢化に伴い、公害認定疾病にかかる療養指導だけでなく、その他生活に関する相談も増加しています。
●インフルエンザ予防接種費用助成事業
事業案内通知時のほか、家庭療養指導を通してインフルエンザ予防接種の必要性について啓発し接種を促しているが、接種率は停滞しています。
●被爆者二世医療費助成事業
被爆者二世の高齢化に伴い、医療費助成申請条件である非課税世帯の増加及び医療費の高額化が予想されます。
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分析指標　　　　　　　       　　年度
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差

B-A

32,205 

内、時間外勤務手当 52 

給与関係費等 28,185 986 3,034
合計(千円）

事業従事人数
年間従事延日数 年間従事延日数

3.3 340 148

勘定科目 増  減  理  由
常勤・再任用 会計年度任用等 特別職非常勤

- - - - - -
- - -
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令和2年度末 令和3年度末 差額
A B B-A A B B-A

勘定科目
令和2年度末 令和3年度末 差額

勘定科目

給与関係

費

9.9% 物件費

1.2%維持補修

費

0.0%

社会保障

扶助費

87.2%

負担金・補

助金・交付

金等

0.0%

賞与引当

金繰入額

0.7%
退職手当

引当金繰

入額

1.0%

65 

277 

817 

1,809 

496 
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役務費

委託料

使用料及び貸借料

77(一般会計・公害・原爆関連事業)


